別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：母子寡婦福祉資金貸付支出　項：貸付金　目：貸付金
	事業名:母子寡婦福祉資金貸付金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　健康福祉部　子ども家庭課　家庭支援担当　電話番号：058-272-1111（内2638）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11217@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：270,000千円（前年度予算額：278,000千円）

	事業内容


	１　事業の内容


母子家庭及び寡婦の経済的自立と生活意欲の助長を図り、あわせて児童の福祉を推進することを目的として、修学資金をはじめとした１２種類の資金について、所要の資金の貸し付けを行う。
（１）対象者

　　岐阜県内（岐阜市を除く）にお住まいの母子家庭の母、寡婦及び４０歳以上の配偶者のない女子（婚姻をしたことのない独身の方を除く。）ただし、寡婦及び４０歳以上の配偶者のない女子で現に子を扶養していない方の場合、所得制限あり。
　　なお、就学支度資金・修学資金・就職支度資金・修業資金については、母子家庭の母が扶養する児童、寡婦が扶養する子、父母のない２０歳未満の子にも貸付を実施。
（２）貸付の相談及び申請窓口
お住まいの市福祉事務所（町村にお住まいの場合は、振興局（事務所）福祉課）
（３）資金の種類
	資金名
	内容

	事業開始資金
	事業を始めるために必要な資金

	事業継続資金
	事業を続けるために必要な資金

	修学資金
	高校・大学等に就学させるために必要な資金

	修業資金
	事業を開始または就職するために必要な知識技能を習得するために必要な資金

	住宅資金
	現に居住し、かつ所有する住宅を補修、保全、改築し、または建設、購入、増築するために必要な資金

	就学支度資金
	就学、修業するために必要な資金

	技能習得資金
	知識技能を習得するために必要な資金

	就職支度資金
	就職するために直接必要な資金

	医療介護資金
	医療または介護を受けるために必要な資金

	生活資金
	技能習得、医療・介護を受ける間の生活に必要な資金

母子家庭になって7年未満の世帯の生活に必要な資金

失業期間中の生活に必要な資金

	転宅資金
	住宅の賃貸借契約により入居の際に条件として必要な資金

	結婚資金
	児童または扶養する20歳以上の子の婚姻に必要な資金


	２　所要経費


（１）新規貸付分（125,310千円）
　　①母子福祉資金貸付金　121,696千円

　　②寡婦福祉資金貸付金　  3,614千円

（２）継続貸付分（144,690千円）

　　①母子福祉資金貸付金　140,382千円

　　②寡婦福祉資金貸付金　  4,308千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅲ　誰もが活躍できるふるさと岐阜県づくり
　○母子家庭の母が安心して働き、暮らすことができるよう支援します。
	２　これまでの取組状況


昭和２８年度に母子福祉資金貸付事務を開始し、昭和４４年度からは寡婦福祉資金貸付事務を開始している。
平成２１年度の貸付実績は、２４３，５０８千円、４７０件であり、平成２２年度は、２４８，１３４千円、４９０件であった。
	３　これまでの取組に対する評価


　貸し付けた資金の大半は、修学資金、就学支度資金であり、毎年全体の９０％以上を占めている。
　昨今の雇用情勢の悪化等により、母子家庭等を取り巻く経済面での環境も年々厳しくなってきている中、よりよい職を得て生計を立てることが重要である。
そのためには、高い学力や能力を身につけることが必要となっており、低利（無利息）での貸付による経済面での支援は、母子家庭等の児童（子）にとって、就学の機会を確保する必要な手段となっている。
	1月２０日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	278,000
	
	
	
	
	
	188,000
	60,000
	30,000

	要求額
	270,000
	
	
	
	
	
	180,000
	60,000
	30,000

	1月20日時点調査額
	270,000
	
	
	
	
	
	180,000
	60,000
	30,000

	決定額
	270,000
	
	
	
	
	
	180,000
	60,000
	30,000


